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上記議案を別紙のとおり提出する。 
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    福知山市議会議長  髙 橋 正 樹 様 

 

 

 

 

 

 



（別紙） 

 

中等度以上の難聴者の補聴器購入に対する公的補助制度の実施を求める意見書 

 

 

 難聴は日常生活を不便にし、コミュニケーションを困難にするなど、生活の質を落

とす大きな要因となっている。最近では、難聴により会話等のコミュニケーションが

減り、脳の萎縮や認知機能の低下をもたらし、うつ病や認知症の危険因子になること

も指摘されている。 

 現在、国では、障害者総合支援法に基づく補装具費支給制度により、補聴器の購入

に要する費用の一部を支給しているが、制度の対象者は、聴覚障害の身体障害者手帳

の交付対象となる高度難聴以上（両耳７０デシベル以上、又は片方の耳が９０デシベ

ル以上で、かつ他方の耳が５０デシベル以上）となっており、中等度（４１デシベル

以上６０デシベル以下）以上の難聴者は対象外となっている。しかし、国連の世界保

健機関（ＷＨＯ）では、中等度難聴からの補聴器の装用が推奨されている。 

 今後、補聴器がさらに普及することにより、高齢になっても生活の質を落とさず、

心身ともに健やかに過ごすことができれば、認知症の予防、健康寿命の延伸、ひいて

は医療費の抑制にもつながる。 

よって、国におかれては、補装具費の支給制度の対象とならない中等度以上の難聴

者の補聴器購入に対して、公的補助制度を実施されるよう強く要望する。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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衆議院議長  細 田 博 之 様 
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内閣総理大臣 岸 田 文 雄 様 

財務大臣   鈴 木 俊 一 様 

総務大臣   松 本 剛 明 様 

厚生労働大臣 加 藤 勝 信 様 

内閣官房長官 松 野 博 一 様 
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